
 

令和８年度データ活用推進に向けた環境構築委託業務 

企画提案に係る質問と回答 
 

令和８年３月６日 
 
令和８年２月 24日から令和８年３月３日 15時までに受付しましたご質問について、以下のとおり回答いたします。 

 

No 件  名 質  問  内  容 回  答 

１ 
様式における押印の

要否について 

以下の様式について、昨年度の様式に存在した「印」の表記が

今年度は削除されています。これらについては、作成にあたり

押印（代表者印等）は不要との認識で相違ないか、ご確認をお

願いいたします。 

・様式1：企画提案応募申請書 

・様式3：コンソーシアム構成書 

・様式7：誓約書 

・様式8：社会保険に加入義務がないことについての申出書 

・ご認識の通り、押印は不要です。 

・本事業の公募は、行政手続きの簡素化およびデジタル化の

推進のため、「Gビズ ID（プライムアカウント）」を用いた電

子申請システムにより受け付けており、当該システムへのロ

グインをもって本人確認（提出意思の確認）を行う運用とし

ているため、提出書類への押印は省略しております。 

 

 

２ 
労働保険の加入確認

書類について 

労働保険に新規加入（2026年 1月）したばかりのため、直近の

確定申告書等による確認ができません。この場合、加入時の概

算払いに伴う「納付書・領収書」の写しを提出することで、加

入確認書類として認められますでしょうか。 

・ご認識の通り、直近の確定申告書等がご用意できない場合

は、加入時の概算払いに伴う「納付書・領収書（領収印があ

るもの）」の写しを提出いただくことで、加入確認書類とし

て受理させていただきます。 

 

３ 

社会保険（健康保険・

厚生年金保険）の加入

確認書類について 

社会保険に新規加入（2026年 2月）した直後につき、初回の納

付期限前のため、納付領収書等の提出ができません。この場合、

手元にある「適用通知書」および「健康保険・厚生年金保険資

格取得確認および標準報酬決定通知書」の写しを代替書類とし

て認められますでしょうか。 

・ご認識の通り、新規加入直後で初回の納付期限前である場

合に限り、「適用通知書」および「健康保険・厚生年金保険

資格取得確認および標準報酬決定通知書」の写しを提出いた

だくことで、加入確認書類として受理させていただきます。 

 



 

４ 

契約保証金の免除要

件（コンソーシアム実

績）について 

沖縄県財務規則第 101 条第 2 項第 3 号に規定される「実績」

について確認させてください。過去にコンソーシアム（共同企

業体）の構成員として、本事業と同種・同規模の事業を完遂し

た実績がある場合、当該実績を同号の「実績」として算入する

ことは可能でしょうか。 

 

 

・契約保証金の免除については、候補者選定後、過去のコン

ソーシアム構成員としての実績（具体的な業務分担、責任範

囲、履行状況等）を精査し、今回の契約履行を担保するに足

りるものか総合的に判断します。 

 

５ 

契約保証金の免除要

件（履行期限の定義）

について 

同号に規定される「過去 2 箇年の間に履行期限が到来した二以

上の契約」について、令和 7年度（2025年度）に実施し、本年

3月 31日をもって履行期限が到来（完了）する契約についても、

実績件数に含めることは可能でしょうか。 

 

 

・本事業の契約は令和８年度４月以降を想定しており、令和

８年３月 31 日までが履行期限となる契約を履行したのであ

れば、過去の実績とすることは差支えございません。 

 

６ 

都道府県税の納税証

明書の提出範囲につ

いて 

応募資格要件の「ア 都道府県税に滞納がないことの証明書」に

ついて確認させてください。「沖縄県外に本社を置き、沖縄県内

に事業所（支店等）を有している構成員」がいる場合、当該構

成員の証明書については、本社所在地の都道府県が発行するも

ののみでよろしいでしょうか。それとも、沖縄県が発行する証

明書もあわせて必要でしょうか。 

 

 

 

・沖縄県外に本社を置き、沖縄県内に事業所（支店等）を有

している構成員については、本社所在地の都道府県が発行す

る証明書を提出してください。 

・なお、沖縄県が発行する証明書は不要です。 



 

７ 

企画提案仕様書 

オ データ収集ツール

の構築について 

既にデータ収集ツールを構築・公開し、活用事例も公開済みの

場合、本公募では別用途の新規ツールを追加で構築・公開し、

事例創出まで行うという認識でよろしいでしょうか。 

・「データ収集ツールの構築」にあたっては、既存ツールの

活用を妨げるものではありません。 

・ただし、仕様書「オ ②(ｱ)～(ｳ)」の通り、事業開始後の

ニーズ分析やヒアリング等の結果に基づき、収集すべきデー

タを特定したうえで構築いただくことを想定しています。 

・したがって、既に構築・公開済みのツールがある場合であ

っても、本事業において改めて特定されたニーズに基づき、

既存ツールのカスタマイズや機能拡張、あるいは新規ツール

の構築など、最適な手法により「本事業としてのツール」の

公開・提供および事例創出を行っていただく必要がありま

す。 

 

 


